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１．はじめに

　2002年８月に企業会計審議会が公表した「固

定資産の減損に係る会計基準」（以下、「減損会計

基準」）は、04年３月期決算から早々期適用、

05年３月期決算から早期適用、そして06年３月

期決算から強制適用されている。減損会計基準の

適用時期を３段階に分けたのは、減損損失が企業

の業績や証券市場に与えるインパクトが、非常に

大きいものになると考えられていたからであろ

う。

　そのためかどうかは分からないが、日本企業を

対象として、減損損失に対する投資家の反応や評

価を実証的に検証した学術研究は、減損会計基準

の適用時期の違いや、減損損失の規模の違いが、

減損損失に対する投資家の反応や評価にどのよう

な差異をもたらすかについて検証を行ったものが

多い。例えば、勝田他［2008］は基準の適用時

期別に、木村［2015b］と浅野他［2016］は減

損損失の規模別に、そして向［2008］は適用時

期別・規模別に、減損損失に対する投資家の反応

や評価を検証している。これらの研究は、減損会
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　本研究の目的は、決算発表時の減損損失に対して投資家がどのような反応を示すか、また、減損損失に関する
情報を利用して、どのように企業の株式を評価するかについて、実証的に明らかにすることである。検証の結果、
減損損失に対する投資家の反応や評価は、それが生じた固定資産のタイプ（有形固定資産かのれんか、また、規
則的償却を行っているのれんか、非償却処理となっているのれんか）によって異なることが明らかになった。
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